
１

２

３

４

５
地区 異 動
(地域) 増 減

98

38 1 38

166 8 162

６ 　主たる事務所・地区の状況

4

  （2）

鷹取美佐夫(退会)111

備　北

（　）内は法人社員数
  （2）

1

浅野節夫(退会) 大瀧　昇(退会) 清水則道(退会)

  （2）

田中昭和(退会) 河本晃征(退会)
5

平山  学(入会) 舛谷秀信(入会)

中野哲理(井笠への移転)

11

当 期 末

95

1

備　　　　　　　　　考

5

  （2）

　　昭和６０年１２月２１日

  本協会は、社員たる土地家屋調査士（以下「調査士」という。）又は土地家屋調査士法（以
  下「調査士法」という。）第２６条に規定する土地家屋調査士法人（以下「調査士法人」と
  いう。）の専門的能力を結合し、官庁、公署その他政令で定める公共の利益となる事業を行

　　  又は地方法務局に提出し、又は提供する書類又は電磁的記録の作成

　定款に定める目的　

  測量又はその登記の嘱託若しくは申請の適正かつ迅速な実施に寄与することにより、公共の

　(2) 不動産の表示に関する登記の申請手続又はこれに関する審査請求の手続についての代理
　(3) 不動産の表示に関する登記の申請手続又はこれに関する審査請求の手続について法務局

　行政庁に関する事項

　社員の状況

　　岡山県

前 期 末

　(5) その他本協会の目的を達成するために必要な事業
　(4) 前各号に掲げる事務についての相談

中野哲理(倉敷から移転)

10

岡　山

4

4

田中　啓(入会)　　　            　　　　　

  て不動産に係る国民の権利の明確化に寄与することを目的とする。

  う者（以下「官公署等」という。）による不動産の表示に関する登記に必要な調査若しくは

　定款に定める事業内容

津　山

1 野瀬哲弘(退会)

倉　敷
(井笠)

　　　  備北地区  高梁市巨瀬町４９６７番地２

Ⅰ　法人の概況

　設立年月日　　　　

10

2

合　計 4

平 成 ３ ０ 年 度 事 業 報 告 書
　　　　　　　　　　  平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで

        岡山地区  岡山市北区南方２丁目１番６号

  利益となる事業の成果の速やかな安定を図り、登記に関する手続の円滑な実施に資し、もっ

　(1) 不動産の表示に関する登記について必要な土地又はこれに関する調査又は測量

倉　敷
(総社)

　      津山地区  津山市田町７２番地

倉　敷
(倉敷)

　  主たる事務所  岡山市北区南方２丁目１番６号
　　地区(地域)名

        倉敷地域  倉敷市昭和２丁目３番２２号　　
        総社地域  総社市中原７７９番地５
　　    井笠地域  浅口郡里庄町大字新庄２６９１番地



７ 　役員等に関する事項

８ 　職員に関する事項

Ⅱ　事業の状況

１ 　事業の実施状況
　　業務開発活動
　　　県下官公署等に出向、受注推進等積極的に活動した。

２ 　契約等業務に関する事項

（単位：円）

　　  地　区（地　域）別

5

岡 山 地 方 法 務 局

59

14

195

専　務　理　事

土 地 家 屋 調 査 士
非　常　勤

前期末比増減

土 地 家 屋 調 査 士
土 地 家 屋 調 査 士

平　 田　 雅　 和

勤  続　年　数

担当職務・現職氏　　　名役　　職

禾　 本　 政　 章 常　　　勤

非　常　勤

岩   藤　      誠
粟   井   洋   充

非　常　勤

常勤・非常勤の別

非　常　勤

監  　      事

非　常　勤 土 地 家 屋 調 査 士

理　　      事

非　常　勤

山   縣　      始

中   村   輝   治

理　　      事

江   原   公   平

理　　      事 佐　 藤 　栄　 祐

発　　　　注　　　　先

土 地 家 屋 調 査 士
本   田   裕   之 非　常　勤
西　 本　 憲 　次

土 地 家 屋 調 査 士
土 地 家 屋 調 査 士
土 地 家 屋 調 査 士

土 地 家 屋 調 査 士

土 地 家 屋 調 査 士

副  理  事  長
副  理  事  長

理  　事  　長

副  理  事  長

理　　      事
事 務 局 職 員

吉　 竹 　誠 　児
香 　西 　俊 　伸

阿　 部 　英　 樹

件　　　数

292

34,778,181

１    名

11

土 地 家 屋 調 査 士

20,937,952

３２年１ケ月

　　

岡 山 市

件　　　数

　　業務受託関係

162

０

合　　　　 　　　　 計

21,524,26858

3

204,736,176

53,275,147

岡　　　山　　　地　　　区
倉　　　敷　　　地　　　域

井　　　笠　　　地　　　域 3
総　　　社　　　地　　　域

津　　　山　　　地　　　区 16

金　　　　　額地　  区 （地　域） 名

進　　　　典　 幸 非　常　勤

168,233,182

204,736,176

非　常　勤

非　常　勤

理　　      事

監  　      事 非　常　勤

土 地 家 屋 調 査 士

土 地 家 屋 調 査 士

理　　      事

非　常　勤

相    談    役

非　常　勤

総 社 市

倉 敷 市

　　　発  注  先  別

職　　　員　　　数

金　　　　　額

男　　　    子

7,381,076

赤 磐 市 1

4,129,956
瀬 戸 内 市

備 前 市

72,387,466
269,028

真 庭 市

3 685,114

16 7,473,547

7,767,685
292

478,440岡 山 地 方 検 察 庁 2

894,980

合　　　　　　　　　 計

4

4,529,656

備　　　北　　　地　　　区
1,786,405

16

岡 山 県

中 国 四 国 農 政 局 1 671,976
岡 山 大 学 1 420,248

1,848,045
14

県 民 局 関 係



３ 　会議、協議会及び研修会に関する事項

４ 　収支及び正味財産増減の状況並びに財産の状態の推移 （単位：千円）
３０年度

20,654
211,385
213,825
△2,440
18,214
88,637
70,351
18,286

Ⅲ　法人の課題

１ 　公益法人としての理解を深めるため、関係先への周知徹底
　　県下市町村に出向き体制への理解を求めるとともに啓発用グッズを配布した。
　　関係法令、諸規程等の理解を深めるため、役員に対し研修会を実施した。

２ 　登記測量業務の受注促進
　　岡山県、岡山市、倉敷市、法務局等各官公署と度々協議を重ね理解を求めた。

３ 　登記所備付地図作成作業

真 庭 市

 7/26
 6/28
 2/14

 12/7

全 国 理 事 長 会 議

コンプライアンス委員会

 随　時

全 公 連 研 修 会

高 梁 市

岡 山 市

総 社 市

各 発 注 官 公 署

中 公 連 研 修 会
本 会 と の 協 議 会

備 前 市

岡 山 県
岡 山 地 方 法 務 局

倉 敷 市   業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

  業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

  業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

 随　時
 随　時

  業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

  業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

 8/10 3/15

 随　時

 6/15 

 随　時

名　　　　　称
定 時 総 会

 5/18 6/1 7/26 11/15 3/11 

22,108

 定時総会

 9/21
 8/8

156,246

 随　時
 随　時

 5/8 5/11 6/6 

  業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

２９年度２７年度

 随  時
 随　時

日　　　　　　　付

20,101

17,019
191,824 173,893

3,082

51,151
20,726
46,092

63,04871,324
22,108

当期収入合計

当期収支差額
188,742

２８年度

171,886

20,101前期繰越収支差額

当期支出合計

区分／事業年度

2,007
次期繰越収支差額

正 味 財 産

157,700
△1,454

40,868
22,180

負 債 合 計
66,818
20,654

20,173

  業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

  業務発注推進　発注業務毎に詳細な協議

    岡山市中区平井地区で実施

 協議・打合せ、１４条業務協議

資 産 合 計

役 員 研 修 会

 10/15 3/11

 6/29 11/12 11/13

 5/15

 通常総会

 8/6 1/23

業 務 執 行 理 事 会
監 査 会
総 務 部 会

内　　容　　等

中 公 連 総 会
中 公 連 理 事 長 会 議

経 理 部 会

全 公 連 総 会

地図整備事業実行委員会  １４条業務

    岡山市北区津島地区で実施

 5/18 7/26 11/15 3/11

 3/29

通 常 理 事 会


